
告 示 第５３８号 

令和６年４月２２日 

       

鹿児島市長 下 鶴 隆 央 

       

                                           

鹿児島市谷山支所庁舎大規模改修基本・実施設計業務委託契約に係る企画提案競技参加

者の資格について（告示） 

     

 鹿児島市谷山支所庁舎大規模改修基本・実施設計業務委託契約に係る企画提案競技に参加す

る者に必要な資格を次のとおり定めたので告示します。 

 なお、この契約に係る企画提案競技に参加する資格を得ようとする者は、下記要領により、

鹿児島市谷山支所庁舎大規模改修基本・実施設計業務委託契約に係る企画提案競技参加表明書

に必要書類を添えて提出してください。 

 

  

記 

 

１ 業務概要 

(1) 業務名 鹿児島市谷山支所庁舎大規模改修基本・実施設計業務委託 

(2) 履行期間 契約締結日から令和８年１月６日まで 

 

２ 参加資格 

  この企画提案競技に参加しようとする者（以下「参加表明者」という。）に必要な要件は

以下のとおりとする。 

(1) １事業者が参加する場合は、次に掲げる要件を全て満たしていることとする。 

ア 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者

であること。 

イ 鹿児島市建設工事等競争入札参加資格審査要綱（昭和５６年３月１日制定）に基づく

鹿児島市建設工事等競争入札参加有資格業者名簿に登載されている者であること。 

ウ 建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２３条の規定に基づく一級建築士事務所登

録が行われている者であること。 

エ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第

２号に規定する暴力団又は同条第６号に規定する暴力団員の統制下にある団体に該当し

ない者であること。 



オ 鹿児島市建設工事等有資格業者の指名停止に関する要綱（平成８年５月２８日制定）

に基づく指名停止又は鹿児島市が行う契約からの暴力団排除対策要綱（平成２６年３月

２７日制定）に基づく入札参加除外措置を受けていない者であること。  

カ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定による更生手続開始の申立

て（同法附則第２条に規定する申立てを含む。）又は民事再生法（平成１１年法律第 

２２５号）第２１条の規定による再生手続開始の申立てがなされている者（更生計画又

は再生計画が認可された者を除く。）でないこと。  

キ 納期の到来している市税（新型コロナウイルス感染症の影響により猶予を受けている 

ものを除く。）を完納していること。 

ク この企画提案競技に参加しようとする者の間に資本関係又は人的関係がないこと。 

ケ 鹿児島市内に本店となる事務所を有している者であること。 

コ 過去１０年間（平成２６年度から令和５年度までの期間）に、国又は地方公共団体が

発注する延べ面積１，０００平方メートル以上の建築物の新築、増築（当該増築部分に

限る。）又は改修（当該内部改修部分に限る。）（以下「新築等」という。）の基本設

計又は実施設計（以下「建築設計」という。）業務を元請として、完了した業務の実績

を有する者であること。 

サ 一級建築士を２人以上有するとともに、直前２年間（令和４年度から令和５年度まで

の期間）の年間平均実績高が２千万円以上であること。 

シ 建築設備士を２人以上有すること又は建築設備士を１人以上及び一級電気工事施工管

理技士若しくは一級管工事施工管理技士のいずれかを１人以上有すること。 

ス 管理技術者並びに建築（意匠）、建築（構造）、電気設備及び機械設備の各分野にお

いてそれぞれ主任技術者を配置すること。 

セ 管理技術者は、各主任技術者を兼任しないこと。また、主任技術者は、他の分担業務 

分野の主任技術者を兼任しないこと。 

ソ 配置を予定する管理技術者及び建築（意匠）の主任技術者は、次の要件を満たしてい

ること。 

(ｱ) 参加表明者と直接的雇用関係があること。 

(ｲ) 一級建築士の資格を有している者であること。 

タ 配置を予定する電気設備及び機械設備の主任技術者は、参加表明者と直接的雇用関係

があること。 

チ 配置を予定する建築（構造）の主任技術者は、協力事務所の技術者でも可とする。 

(2) 複数の事業者が共同で参加する場合（以下「設計共同企業体」という。）は、次に掲げ 

る要件を全て満たしていることとする。 

ア 設計共同企業体の構成員数は、設計共同企業体の代表者を含め２者又は３者であるこ 

と。 



イ 設計共同企業体の構成員が他の設計共同企業体の構成員として本企画提案競技に参加 

しない者であること。 

ウ 設計共同企業体の代表者は、設計共同企業体における出資割合が最大であること。 

エ 全ての構成員は、地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当しない者であること。  

オ 全ての構成員は、鹿児島市建設工事等競争入札参加資格審査要綱に基づく鹿児島市建 

設工事等競争入札参加有資格業者名簿に登載されている者であること。 

カ 全ての構成員は、建築士法第２３条の規定に基づく一級建築士事務所登録が行われて 

いる者であること。 

キ 全ての構成員は、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規 

定する暴力団又は同条第６号に規定する暴力団員の統制下にある団体に該当しない者で 

あること。 

ク 全ての構成員は、鹿児島市建設工事等有資格業者の指名停止に関する要綱に基づく指 

名停止又は鹿児島市が行う契約からの暴力団排除対策要綱に基づく入札参加除外措置を 

受けていない者であること。  

ケ 全ての構成員は、会社更生法第１７条の規定による更生手続開始の申立て（同法附則 

第２条に規定する申立てを含む。）又は民事再生法第２１条の規定による再生手続開始 

の申立てがなされている者（更生計画又は再生計画が認可された者を除く。）でないこ 

と。  

コ 全ての構成員は、納期の到来している市税（鹿児島市税が課税されない者で市外に主 

たる事務所等を有する者にあっては、主たる事務所等の所在地の市区町村税。新型コロ 

ナウイルス感染症の影響により猶予を受けているものを除く。）を完納していること。 

サ 全ての構成員は、この企画提案競技に参加しようとする者の間に資本関係又は人的関 

係がないこと。 

シ 設計共同企業体の代表者は、鹿児島市内に本店となる事務所を有している者であるこ 

と。 

ス いずれかの構成員は、過去１０年間（平成２６年度から令和５年度までの期間）に、 

国又は地方公共団体が発注する延べ面積１，０００平方メートル以上の建築物の新築等 

の建築設計業務を元請として、完了した業務の実績を有する者であること。 

セ 建築を担当する構成員は一級建築士を２人以上有するとともに、直前２年間（令和４ 

年度から令和５年度までの期間）の年間平均実績高が２千万円以上であること。 

ソ 設備を担当する構成員は建築設備士を２人以上有すること又は建築設備士を１人以上 

 及び一級電気工事施工管理技士若しくは一級管工事施工管理技士のいずれかを１人以上 

 有すること。 

タ いずれかの構成員は、管理技術者並びに建築（意匠）、建築（構造）、電気設備及び 

機械設備の各分野においてそれぞれ主任技術者を配置すること。 



チ 管理技術者は、各主任技術者を兼任しないこと。また、主任技術者は、他の分担業務 

分野の主任技術者を兼任しないこと。 

ツ 配置を予定する管理技術者及び建築（意匠）の主任技術者は、次の要件を満たしてい 

ること。 

(ｱ) 参加表明者と直接的雇用関係があること。 

(ｲ) 一級建築士の資格を有している者であること。 

テ 配置を予定する電気設備及び機械設備の主任技術者は、参加表明者と直接的雇用関係

があること。 

ト 配置を予定する建築（構造）の主任技術者は、協力事務所の技術者でも可とする。 

 

３ 参加表明書等受付要領 

(1) 参加表明書等の提出先及び問い合わせ先 

〒８９１－０１９４ 鹿児島市谷山中央四丁目４９２７番地 

鹿児島市役所谷山支所総務課地域振興係（谷山支所２階） 

電話 ０９９－２６９－８４０３（直通） 

電子メール tanisoumu@city.kagoshima.lg.jp 

(2) 参加表明書等の交付期間、場所及び方法 

ア 交付する書類 

(ｱ) 鹿児島市谷山支所庁舎大規模改修基本・実施設計業務委託契約に係る企画提案競技

実施要領 

(ｲ) 鹿児島市谷山支所庁舎改修基本構想 

(ｳ) 鹿児島市谷山支所庁舎改修基本計画 

(ｴ) 参加表明書（様式第１号） 

(ｵ) 参加者の概要（様式第２号） 

(ｶ) 管理技術者の経歴及び業務実績（様式第３号） 

(ｷ) 建築（意匠）主任技術者の経歴及び業務実績（様式第４号） 

(ｸ) 構造主任技術者の経歴及び業務実績（様式第５号） 

(ｹ) 電気設備主任技術者の経歴及び業務実績（様式第６号） 

(ｺ) 機械設備主任技術者の経歴及び業務実績（様式第７号） 

（ｻ）協力者（協力事務所）の概要（様式第８号） 

(ｼ) 参加表明書等受領書（様式第９号） 

(ｽ) 参加表明書等に関する質問書（様式第１０号） 

(ｾ) 技術提案書等に関する質問書（様式第１１号） 

(ｿ) 業務の実施方針・技術提案書（表紙）（様式第１２号） 

(ﾀ) 担当チーム（設計体制）の概要（様式第１３号） 

mailto:tanisoumu@city.kagoshima.lg.jp


(ﾁ) 業務の実施方針・技術提案書（様式第１４号） 

(ﾂ) 技術提案書等受領書（様式第１５号） 

(ﾃ) 第二次審査書類等提出書（様式第１６号） 

(ﾄ) 設計共同企業体結成届（様式第１７号） 

(ﾅ) 設計共同企業体協定書（様式第１８号） 

(ﾆ) 誓約書（様式第１９号） 

イ 交付期間 

この告示の日から令和６年５月１０日（金）まで（土曜日、日曜日及び休日を除く。 

  ） 

ウ 交付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで（正午から午後１時までの時間を除く。） 

エ 交付場所及び問い合わせ先 

３(1)に同じ。 

(3) 参加表明書等の提出期間、場所及び方法 

ア 提出する書類 

  次に掲げる書類を提出すること。 

(ｱ) ３(2)ア(ｴ)から(ｼ)まで及び(ﾆ)の書類。ただし、設計共同企業体の場合は、３(2)

ア(ﾄ)及び(ﾅ)の書類も合わせて提出すること。 

(ｲ) 本市発行の市税に滞納がないことの証明書（提出日前３月以内に発行されたもの。

写し可）。ただし、鹿児島市内に営業所等がない場合で、鹿児島市に納税義務がない

場合は、本社所在地の市区町村役場（特別区にあっては都税事務所）発行の「法人市

（町・村）民税（特別区にあっては法人都民税）」納税証明書（提出日前３月以内に

発行されたもの。写し可）。なお、新型コロナウイルス感染症の影響により納税猶予

等を受けている場合は、猶予を受けていることが確認できる証明書類（写し可） 

(ｳ) 配置を予定している管理技術者及び建築（意匠）主任技術者が一級建築士の資格を

有していることが確認できる書面（一級建築士免許証明書の写し等）及び直接的雇用

関係が確認できる資料（健康保険証の写し等） 

(ｴ) ２(1)サ及び(2)セの実績等が確認できる資料（契約書の写し等） 

イ 提出期間 

この告示の日から令和６年５月１０日（金）まで（土曜日、日曜日及び休日を除く。 

   ） 

ウ 提出時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで（正午から午後１時までの時間を除く。） 

エ 提出方法 

   直接持参又は郵送（受付期間内必着とし、書留郵便等の送付記録の残る方法により送  



  付すること。） 


